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研究成果の概要（和文）：食料、エネルギー（バイオマス）に関する自給ポテンシャルを各振興局および経済圏別で分
析し、地域が連携し物質とエネルギーを相互補完することにより、北海道は低炭素社会に向けた自給構造を確立できる
ポテンシャルを有していると考え、次のことが地域連携による低炭素型自給構造を確立する要素となると考える。①農
村地域のバイオマス循環・徹底利用システムの構築。②都市－農村連携による有機物・エネルギー補完と生態系サービ
ス補償システムの構築。

研究成果の概要（英文）：We considered if Hokkaido has food and energy self sufficient, or not. We 
analyzed self-sufficient potentials in each sub prefecture and economic region of Hokkaido. After that, 
Hokkaido will achieve if we establish alliance among regions and complement mutually. For establishment 
of self-sufficient structure with low carbon society, we have to consider the next elements: 1. recycling 
and intensive usage of biomass in rural area, 2. to establish organic product and energy complement, and 
ecosystem service complement system via rural-urban alliance.

研究分野： 農学

キーワード： 地域農学　北海道　都市農村連携
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１．研究開始当初の背景

地球温暖化問題や地域社会の崩壊が叫ばれ

ている中、低炭素社会、持続的社会への要望

に向けて、様々な研究がなされているが、そ

れら社会の基礎を成す地域社会を観点とし

た研究はいまだに少ないのが現状である。低

炭素社会および持続的社会の実現には、地域

自身の化石燃料への依存度を大幅に低減し

た自立社会が不可欠であり、そのための地域

政策・設計へ活かす基盤データを提供する研

究が必要である。また、東日本大震災を契機

に、再生可能エネルギーへのシフトや地域自

立・地域連携が大きな課題としてクローズア

ップされ、地域研究および地域モデル化へ

重要性が益々高まってきている。

このような地域自立・地域連携のモデル構

築が求められる中、北海道は食料（１次産業）

およびバイオマスの賦存量や自然環境が豊

富に存在することから、自立的な基盤条件

（食料・エネルギー・水・自然生態系など）

のポテンシャルを有しており、１次産業・自

然環境を基盤とした地域の総合的な連携に

よる低炭素社会・持続的社会のモデル像を見

出すことができる。そして、北海道は地域づ

くり基本方針の中で、広域的、多層的な連

携・相互補完を掲げ、市町村レベルから

の連携地域（地域生活経済圏：道央広域連携

地域、

携地域、オホーツク連携地域、釧路・根室連

携地域）までをトータルして北海道全体の自

立構造を計画しており、具体的な数値による

地域連携モデルが求められている。

 

２．研究の目的

このような背景のもと、辻（研究代表者）

と佐藤（研究分担者）は、これまで掲げてき

た農村内連携および都市・農村連携の低炭素

型持続的連携モデル
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以上、北海道の食料・エネルギーに関する

低炭素型自給構造を考える場合、人口 200 万

都市の札幌市を含む石狩振興局を周りの地

域や経済圏でいかに支えていくかという構

造が見えてくる。低炭素社会を目指すとき、

地域間の物流距離は小さい方が有利である

ことから、石狩地域とその周りの地域で構成

する道央圏の自給構造が重要となる。 

食料に関しては、道央圏で自給(自給率

100%)でき、石狩振興局が周りの振興局（特

に空知振興局）から供給され、その食料生産

に必要な窒素成分を石狩振興局から後志、空

知などの周りの振興局へ還元する相互補完

構造が見えてくる。また、エネルギーに関し

ては、経済圏間での連携を考える必要があり、

石狩振興局の顕著な不足分を道央圏はもと

より他経済圏で連携し、補完する必要がある。

最後に、CO2に関しては、石狩地域の排出量

過多は、道央圏の削減・吸収量で相殺できる。 

粗い計算ではあるが、今回、食料、エネル

ギー（バイオマス）に関する自給ポテンシャ

ルを各振興局および経済圏別で分析し、地域

が連携し物質とエネルギーを相互補完する

ことにより、北海道は低炭素社会に向けた自

給構造を確立できるポテンシャルを有して

いると考えられた。これは、生態系を考慮し

つつ農村地域のバイオマスを徹底的に利活

用し、地域内有機物循環システムを構築した

上で成り立つ構造である。また、特に重要と

考えられることが、都市と農村の関係である。 

バイオマスの観点からすると、都市は全面

的に食料とエネルギーを農村に依存する構

造に対し、持続的循環を考慮した農村への補

完・補償システムを構築する必要がある。つ

まり、都市住民から排出される食料廃棄物や

汚泥廃棄物を堆肥化し、農村に還元するなど

の循環システムが重要であり、さらに、都市

は農村の食料やバイオマスエネルギーの基

になる生態系サービスに対して、補償するこ

とが求められる。これはクレジットなどの金

銭的補償と同時に人材や技術での貢献も考

えられる。 

よって、次のことが地域連携による低炭素

型自給構造を確立する要素となると考える。

①農村地域のバイオマス循環・徹底利用シス

テムの構築。②都市－農村連携による有機

物・エネルギー補完と生態系サービス補償シ

ステムの構築。 
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